
 

 

 

平成 30 年度事業計画 

Ⅰ 初めに 

平成 30 年 9 月 10 日、一般社団法人東京都建築士事務所協会は、設立 70 周

年を迎える。 

70 年の間、本会は戦後の復興期、高度成長期、バブル期それに続く、失われ

たと表現される時代、それぞれの時代の要請に応え首都東京の発展に寄与して

きた。これは本会の先人たちの研鑽と精進に裏打ちされた成果であり我々の誇

りである。 

東京オリンピック・パラリンピックの開催が指呼の間に迫る今、本会はこれま

での活動に安住することなく、東京オリンピック・パラリンピックのレガシーを

次の時代につなげていく準備を始めなければならない。 

児玉新会長の下、本会は時代の行方を鋭く見つめ、その時代にふさわしい貢献

ができる協会づくりに励むとともに、その活動を支える人づくり態勢づくりを

始めなければならない。そのため、今年度は以下の基本方針に沿って会の運営を

進めていく。 

 

 

Ⅱ 基本方針 

 

１ 建築士事務所のあるべき姿を模索する 

建築士事務所としての登録をしながら、建築設計・監理業務を行ってい

ない事務所がある。一方で、誠実に業務に励んでいる会員事務所が多く存

在する。そうした、真摯に建築設計業務に取り組んでいる建築士及び建築

士事務所の地位向上をめざし、建築設計・工事監理業務を業として確立す

るため「建築士事務所法」（仮称）いわゆる「業法」の制定を働き掛けて

いく。 

具体的方策 

   （１）建築士及び建築士事務所の地位向上を考える懇談会を設置する 

  （２）裁判外紛争解決手続き（ＡＤＲ）機関の指定に向けた検討を行う 

  （３）業務実績があり建築士法第 23 条の 6 に定める業務報告書を提出し 

た建築士事務所の本会への入会義務化に向けた活動を行う 

   （４）「建築士事務所法」（仮称）制定に向け（一社）東京建築士会、（公

社）建築家協会関東甲信越支部、（一社）東京建設業協会はもとよ

り（一社）東京都設備設計事務所協会等設計関連団体に理解を求め



 

 

るとともに連携を深め、建築設計業界の将来の有るべき姿を模索

する。 

     

２ 今の建築士事務所の姿を見つめなおす 

これまでクライアントの要望を最大限に実現することや良い建築づく

り良い街づくりへの貢献に努力を惜しまない建築士事務所の外に向いた

視座に加え、新たに内向きの視座も加えていく。働き方改革が叫ばれる

中、この業界で働く人たちの働き方や人材の活用に向けた取り組みを始

める。 

具体的方策 

  （１）検討ワーキングを設け、建築設計・工事監理業界における男女共同 

参画の在り方を様々な視点から検証するとともに再構成して行く 

（２）新規開設事務所へのマネージメントの個別具体的指導及び後継者の

育成支援を行うとともに業務承継のサポート体制を構築し、止む無

く廃業しようとする事務所の設計図書の保全等のクライアント保

護に向けた取り組みを行う 

（３）建築士の資格を持ちながら現在設計業務から遠ざかっている人材の

復職に向けた取り組みを支援することにより、再び設計現場での活

躍を促す団体課題別人材力支援事業を本格的に実施する 

 

３ 地域社会が期待する建築士事務所の姿 

     29 の支部を有する本会は、これまで各支部が所在する地元自治体

と緊密に連携し、耐震相談や空き家問題など社会的課題を解決するた

め地域に根差した積極的な活動を行ってきた。今後とも地域の建築士

会や建築家協会との協働のもと地域活動をリードし、その連携の中で

地域固有の課題の解決のために尽力していく。 

    具体的方策 

    （１）多摩地域における本会の認知度を向上させるため、本部や区部

所在支部の応援を得て、多摩地区の自治体担当者との懇談会を

開催するなど信頼関係を醸成していく 

    （２）災害時に避難場所となる地域の小学校・中学校などの特定建築

物の定期調査を受託し、地域自治体との信頼関係を強固なもの

としていく 

 

 

 



 

 

Ⅲ．事業計画（定款第５条の事業項目別） 

1. 『建築士法に基づく、建築士事務所の業務に係る契約内容の適正化、その他建築主の利益の

保護を図るために必要な建築士事務所の開設者に対して行う指導、勧告、その他の業務』 

（倫理委員会） 

(1) 倫理規程等への対応 

・建築主等の利益の保護を図るため、会員に対する倫理規定の遵守及び業務の適正化

等の指導を行う。 

 

2. 『建築士法に基づく、建築士事務所の業務に対する建築主その他の関係者からの苦情を解

決する業務』                           （指導委員会） 

(1) 苦情相談・苦情解決の実施 

・定款第 5条第二号に定める、建築主等から建築士事務所の業務に対する苦情を受け 

相談に応じ、調査、事情聴取、斡旋等を実施し、苦情の解決を図る。 

 

3. 『建築士法に基づく、建築士事務所の開設者に対する業務の運営に関する研修及び建築士

事務所に所属する建築士に対する設計等の業務に関する研修業務』 

(1) 東京都知事指定「建築士事務所の管理研修会」の実施 

・建築士事務所の開設者及び管理建築士を対象とした講習 

(2) 実務講習会の実施 

・新規登録建築士事務所及び新入会員を対象とした講習 

(3) 見学会・研修会等の実施  

・東京建築賞受賞作品・まちなみ・建築現場 

(4) 海外建築事情視察研修の実施 

（以上、会員研修委員会） 

(5) 既存住宅状況調査技術者講習の実施 

(6) 適合証明技術者登録講習の実施            （以上、業務技術委員会） 

(7) 建築物省エネ法実施に関する講習の実施            （法務制度委員会） 

 

4. 『建築士法に基づき、東京都知事から指定を受けて行う建築士事務所の登録及び閲覧事務』 

(1) 建築士事務所登録の実施 

・一級・二級・木造建築士事務所登録（新規・更新・変更・廃業等）事務を実施する。 

(2) 建築士事務所登録証明書の発行及び登録簿等の閲覧の実施 

(3) 東京都から委託を受けて行う業務報告書の受付及び閲覧の実施 

・東京都知事登録事務所から建築士法に基づく業務報告書を受理、内容審査を行う。 

また、閲覧を実施する。 

(4) 東京都から委託を受けて行う業務報告書の閲覧手数料の徴収業務の実施 

・東京都手数料条例に基づく業務報告書閲覧手数料の徴収及び東京都への納入を行う。 

 （以上、登録センター） 

 



 

 

5. 『建築士法に基づく登録講習機関からの受託業務』 

(1) 管理建築士講習の実施 

(2) 建築士事務所に所属する建築士の定期講習の実施 

                             （以上、法務制度委員会） 

 

6. 『建築設計、工事監理等の建築士事務所業務の進歩改善に関する調査・研究・広報業務』 

(1) 東京建築賞・建築作品コンクールの実施 

(2) 日事連建築賞の推薦作品の選出 

 （以上、東京建築賞選考特別委員会） 

(3) 業務報酬算定指針の改訂・発行                （業務技術委員会） 

(4) 行政庁との定期協議  

・東京都構造行政連絡会幹事会と 2 カ月に 1回開催する。 

(5) 建築構造設計指針の改訂準備 

(6) 新構造標準図の内容維持･管理 

(7) 耐震改修のための構造標準図及び仕様書の維持管理 

・最新の情報を反映した内容で、維持管理を行う。 

(8) 東京都施策への協力 

・東京都超高層建築物等における長周期地震動対策に係る協定への対応 

               （以上、構造技術専門委員会） 

(9) 木造耐震改修工事特記仕様書・標準図の内容維持・管理 

・最新の情報を反映した内容で維持・追加・管理を行う。 

(10) 木造耐震改修の手引き 

・「木造耐震Ｑ＆Ａ集」の維持・増刷・改訂準備 

(11) 木造耐震診断・耐震補強のデータ集計  

(12) 木造耐震に関する情報収集  

(13) 木造耐震に関する講習会の開催  

（以上、木造耐震専門委員会） 

(14) 特記仕様書の内容維持・管理 

・最新の技術・法改正を反映した内容での維持・管理 

(15) 建築士事務所のＩＯＴに関する調査研究 

(16) 当会扱い販売書籍、報告・申請書式、看板等会員サービス向上促進 

及びネットワーク計画                 （以上、業務技術委員会） 

(17) 関係機関との意見交換会の実施 

(18) 建築ストック活用に関する法律及び基準を収集・整理 

 （以上、法務制度委員会） 

 

7. 『建築設計、工事監理等業務を通じた地域社会に貢献する事業』 

(1) 日事連建築士事務所キャンペーン事業      （建築ふれあいフェア特別委員会） 

・建築ふれあいフェアの実施 

(2) 建築相談室の運営                        (建築相談室） 

・毎週水曜日に消費者を対象とした建築相談（予約制）を実施 



 

 

(3) 防災の日を中心とした支部建築無料相談に対する支援  

 

8. 『事故又は災害を防止し、人命及び財産の安全の確保等を目的とした官公庁等からの受託

業務』 

(1) 東京都施策への協力  

① 東京都緊急輸送道路沿道建築物耐震化事業への協力 

② 東京都防災・建築まちづくりセンターの委託事業への協力 

③ 東京都私学財団の委託事業・建築相談への協力 

④ その他事業等への協力 

（以上、事業企画委員会） 

(2) 耐震改修促進法に基づく建築物の耐震診断調査内容及び改修計画の評価 

（建築物耐震改修評価特別委員会） 

 

9. 『官公庁への建議及び内外の関係諸団体との交流』 

(1) 国家予算ならびに税制に対する要望･東京都予算等に対する要望 （総務財務委員会） 

(2) 関係機関との意見交換会の実施 （法務制度委員会） 

・東京都との意見交換会の検討、実施 

・消防庁との意見交換会の実施 

 

10. 『定款第5条第1～9号の事業に関する図書ならびに印刷物等の刊行及び頒布』 

(1) 機関誌｢コア東京｣の編集・発行                （広報編集委員会） 

(2) その他図書印刷物等の刊行、頒布               （業務技術委員会） 

 

11. 『労働保険事務組合の運営』（事務局） 

(1) 労働保険事務組合の運営 

 

12. 『その他本会の目的を達成するために必要な事業』 

(1) 会員増強活動 （会員増強対策特別委員会） 

(2) 会員相互の親睦 

・設立70周年記念新春交礼会  

・設立70周年記念会員交流ゴルフ大会 

(3) 新入会員・賛助会員・特別会員との交流会の開催 

(4) 会員のための法律相談の運営 

（以上、会員研修委員会） 

(5) 本会ホームページ更新・維持管理 

(6) コア東京（Ｗeb版を含む）製作 

(7) 協会パンフレットの維持管理 

(8) TAAF NEWSの発行 

(9) 次世代建築士育成支援事業 

                    （以上、広報編集委員会） 

(10) 建築士事務所マネージメントセンター（仮称）の設置へ向けた取り組み 

(11) 賛助会員会の運営                          （賛助会） 

(12) 青年部会の活動                          （青年部会） 

(13) 団体課題別人材力支援事業                   （同運営委員会） 

(14) 男女共同参画を考えるワーキング                 （同グループ） 

(15) マネージメント支援センターワーキング（仮称）               （同グループ） 

(16) 建築士の地位向上を考えるワーキング（仮称）                     （同グループ）



 

 

  

Ⅳ．事業計画（各委員会別） 

〇総務・財務委員会 

1. 国・東京都への要望の検討 

2. 各委員会、各事業等の予算調整等 

 

〇会員増強対策特別委員会 

1. 会員増強に関する検討 

 

〇機構改革ワーキンググループ 

1. 本会機構に関する検討 

 

〇倫理委員会 

1. 倫理規程等への対応 

2. 建築士事務所の業務の適正化等に関する指導 

 

〇指導委員会 

1. 苦情相談・苦情解決の実施 

 

〇会員研修委員会 

1. 会員相互の親睦 

(1) 設立70周年記念ゴルフ大会の実施 

(2) 設立70周年記念新春交礼会の実施 

2. 新入会員・賛助会員・特別会員との交流会の開催 

3. 会員法律相談の運営 

4. 講習会・見学会等の実施 

(1) 東京都知事指定「建築士事務所の管理研修会」の実施 

(2) 新規登録建築士事務所及び新入会員を対象とした実務講習会 

(3) 見学会・研修会の実施 

・東京建築賞受賞作品・まちなみ・建築現場 

(4) 海外建築事情視察研修の実施 

 

〇広報編集委員会 

1. 協会パンフレット（消費者向け）の維持管理 

2. 次世代建築士育成支援事業 

3. TAAFニュースの発行 

4. コア東京（web版含む）製作 

5. ホームページ更新・維持管理 

 

〇業務技術委員会 

1. 業務報酬算定指針の改訂 

2. 建築士事務所のＩＯＴに関する調査研究 

3. 特記仕様書の内容維持・管理 

4. 当会扱い販売書籍、報告・申請書式、看板等会員向けサービスの向上促進 

5. 既存住宅状況調査技術者講習の実施 

6. 既存住宅状況調査に関する相談窓口の設置 

7. 適合証明技術者登録講習の実施             （以上、業務技術委員会） 



 

 

8. 行政庁との定期協議 

9. 建築構造設計指針の改訂準備  

10. 新構造標準図の内容維持・管理  

11. 耐震改修のための構造標準図及び仕様書の維持管理 

12. 東京都施策への協力 

・東京都超高層建築物等における長周期地震動対策に係る協定への対応 

（以上、構造技術専門委員会） 

13. 木造耐震改修工事特記仕様書・標準図の内容維持・管理 

14. 木造耐震改修の手引き木造耐震Ｑ＆Ａ集)の維持・増刷・改訂準備 

15. 木造耐震診断・耐震補強のデータ集計 

16. 木造耐震に関する情報収集 

17. 木造耐震に関する講習会の開催           （以上、木造耐震専門委員会） 

 

〇事業企画委員会 

1. 東京都が推進する緊急輸送道路沿道建築物の耐震化支援業務への協力 

2. 東京都私学財団の委託事業・建築相談への協力 

3. 東京都防災・建築まちづくりセンター委託事業への協力 

4. 特定天井等非構造部材の耐震性に関するヒアリング調査 

5. 崖地・擁壁等官公庁等の安全性に関する調査 

6. IOT関連の講習会の実施 

 

〇法務制度委員会 

1．建築士法に基づく登録講習機関からの受託業務 

(1) 管理建築士講習の実施 

(2) 建築士事務所に所属する建築士の定期講習の実施 

2．建築物省エネ法に関する講習の実施 

3．空き家対策問題のヒアリング調査 

4．関係機関との意見交換会の実施 

5．建築ストック活用に関する法律及び基準等の収集・整理 

 

〇建築相談室 

1. 建築相談室の運営 

毎週水曜日に一般消費者を対象とした建築相談（予約制）を実施 

 

〇建築物耐震改修評価特別委員会 

1. 耐震改修促進法に基づく建築物の耐震診断調査内容及び改修計画の評価 

 

〇東京建築賞選考特別委員会 

1. 東京建築賞・建築作品コンクールの実施 

2. 日事連建築賞の推薦作品の選出 

 

〇建築ふれあいフェア実行委員会 

1. 日事連・建築士事務所キャンペーン事業/建築ふれあいフェアの実施運営 

 

〇団体課題別人材力支援事業運営委員会 

 

〇男女共同参画を考えるワーキンググループ 



 

 

 

〇マネージメント支援センターワーキンググループ（仮称） 

 

〇建築士の地位向上を考えるワーキンググループ（仮称） 

    


